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※当日使用する PC、マイク、レーザーポインター機能付きワイヤレスプレゼンターは会場に準備しております。 

これらは個別にご用意いただいても大学施設・設備の関係上ご利用いただけませんのであらかじめご了承ください。 
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研究テーマ（発表タイトル） 

JA における中期計画 

 

 

※必ず＜企画シート作成上の注意＞を確認してから、ご記入をお願いいたします。 

１．研究概要（目的・狙いなど） 

私たちの研究目的は、以下の三点である。 

①JA の推し進める自己改革を計画策定面から支援して、日本の農業の維持発展に寄与する。 

②JA の事例に基づき、中期計画策定時の留意事項を抽出して、JA に発信する。 

③計画確定の基礎を学び、私たち自身の将来計画の策定に役立たせる。 

 

２．研究テーマの現状分析（歴史的背景、マーケット環境など） 

JA とは、農業法人を含む農業者によって組織された協業組合である。農業協同組合法第十条は、JA の事業として、農業の経

営及び技術の向上に関する指導の他にも、組合員の事業又は生活に必要な資金の貸付け(第二項)、組合員の貯金又は定

期積金の受入れ（第三項）、共済に関する施設(第十項)等、15 の事業の全部又は一部を行うことができると規定している。

1960 年代には約 12,000JA もあったが、合併を繰り返し、2019 年 8 月 1 日現在で 607JA に減少している。 



 

改正農業協同組合法(以下、改正農協法)が 2016 年 4 月 1 日から改正された。 

改正農協法では、JA は、農業所得の増大に最大限配慮すること、JA は、的確な事業活動で高い収益性を実現し、組合員へ

の還元と将来への投資に充てることを法に明記した。 

JA グループは、改正された農協法の施行に先立ち、2015 年の第 27 回全国大会において、 

「創造的自己改革」を決議し、JA 自らが改革を推し進める決意を示した。 

 

３．研究テーマの課題 

 今回の研究から JA の中期計画は以下の課題を抱えている。 

① 計画の事業利益を大きく達成しているが、実績は減少している 

② 計画の達成を過度に重要視している 

 

４．課題解決策（新たなビジネスモデル・理論など） 

 これらの問題は、組合員との関係性に原因があると考えられる。JA の中期計画は組合員の評価を受ける。そのため、組合員の

評価を受けることを踏まえ、達成可能な目標を設定している。この現状が続けば、組合員に配当という形で跳ね返ってくる。その

ため、JA はこの事実に対して危機感を持つ必要がある。そして、JA 全体で高い、目標を掲げて、中期計画に反映させる必要性

がある。JA の事業拡大が組合員の利益につながることを理解しなければならない。 

 

５．研究・活動内容（アンケート調査、商品開発など） 

今回の研究は、①中期計画の収集→②評価基準の作成→③評価・分析→④追加調査→⑤考察・推察の順で行った 

① 中期計画の収集 

 全国の JA の中期計画を分析するにあたり、中期計画の収集から行った。全国の JA から地域ごとに無作為抽出を行い、抽出

された 200 の JA に電話・メール・HP にて、中期計画提供依頼を行った。しかし、抽出した 200 の JA に提供依頼をした結果、

期待していたサンプル数が得られなかった。そのため、最終的に問い合わせ可能な全国 577 の JA に提供依頼を行った。その結

果、合計 100 の JA の中期計画の収集に成功した。 

② 評価基準の作成 

 全国の JA を主観的評価を可能な限り排除するために、「JA 中期計画評価モデル」を開発した。評価モデル作成にあたり、JA

全中が発行している「JA 中期計画の手引き」や本や論文、農業に関わりのある企業の中期計画を参考に評価項目を抽出し、

頻出用語を手引きの目次に従って分類して、51 項目（数値項目）の質問事項を作成した。 

③ 評価・分析 

 評価分析を行った結果、以下の点が判明した。 

１、 100 の JA の記載項目を調査したところ、個別戦略を記載している JA がほとんどだった。しかし、事業ごとの戦略ばかりで、部

門横断的な戦略である。全体戦略を記載している JA は個別戦略を記載している JA に対して、５分の１以下であった 

２、 評価モデル作成時に想定したよりも、「〇」評価が少なかった 

３、 各質問事項と販売品販売高、購買品供給高、貯金残高、貸出金残高、事業利益（営業利益）から相関分析を行った

が、相関がみられなかった。 

４、 具体性を欠き、展開をごまかしている NG ワードを設定し、中期計画の策定ページがどれほどあるかを調べた。その結果、一

ページ当たり、平均８単語あり、計画の具体性を欠いてると判明した 

④ 追加調査 

 評価基準を使った調査は、「質の高い中期計画の策定が高い成果をもたらす」という仮定のもと行った。分析から、全体の質が

低く、また相関分析から、質の問題と販売高や事業利益などに相関がみられないという結果となり、仮定を否定するものとなった。

このことから、中期計画の質の問題ではなく、策定段階から問題があるのではないかと、再度仮定し、追加調査を行った。追加調



査では「JA への訪問」、「事業利益の伸び率、達成度」を行った。 

⑤ 考察・推察 

 追加調査から、以下の点が判明した。 

１、 中期計画は前年踏襲型となっている 

２、 ビジョンが明確でないまま、部門ごとに数値目標を設定している 

３、 中期計画の目標達成度を過度に重視している 

 これまでの調査・分析から JA では、①計画達成のために目標値を低く設定→②その目標値に合わせて計画を策定→③目標

が低いため、計画を達成しても大きな成果を得られない→④事業が縮小していく、という流れがあると考えられる。 

 

６．結果や今後の取り組み 

JA が縮小していく流れの要因として、組合員との関係が考えられる。なぜなら、JA は組合員の評価を受けるからである。そのた

め、評価を受けることを前提に中期計画を策定するため、達成できる目標を設定する。だが、これを続けることは組合員に配当と

いう形で跳ね返ってくると予想できる。なので、JA はこの事実に気づき危機感を持たなければならない。そして、JA 全体で高い、

目標を掲げ、中期計画に反映させる必要がある JA の事業拡大が組合員にとっての高配当に繋がることを理解しなければならな

い。 

 私たちは今後、この研究で得られたデータと考察を JA に持ち込み、理解してもらい、今回の研究結果を反映してもらえるよう努

めます 
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＜企画シート作成上の注意＞ 

※本企画シートは審査の対象となり、予選会・本選の前に、実行委員会から審査員(ビジネスパーソン・大学教員)の方々に事前にお渡しいたします。 

※本企画シートは、「日本語」で書かれたものとし、1 チーム・1 点提出してください。また、インナー大会終了後、プレゼン部門にご協力いただいている日経ビジネス様（株式会社日

経 BP マーケティング）に大会結果ページを作成いただいております。大会結果ページにはチーム名やご提出いただいた本企画シートが掲載されます。 

※本企画シートの項目に沿って、ご記入をお願いいたします。各項目に文字数制限はありませんが、1~7 以外の項目を追加することは「不可」とさせていただきます。 

※本企画シートは、インナー大会プレゼン部門実行委員会への連絡事項と企画シート作成上の注意を含め、4 ページ以内に収めてください。実行委員会から審査員に渡す際は、

A4 サイズでプリントし、4 ページ目までをお渡しします。 

※大会参加申込み時点から、チーム編成の変更(チームの人数・交代など)は、｢不可｣とさせていただきます。ただし、チームメンバーの留学等やむを得ない事情でチーム編成に変更

が生じる場合は、実行委員会(プレゼン局)にご連絡ください。実行委員会側で協議のうえ、ご返答いたします。なお、参加申込書提出時からのチーム名変更は「不可」とさせていた

だきます。 

※商品写真、人物写真、音楽などを掲載・利用する場合、必ず著作権、版権の使用許諾を得てください。日本学生経済ゼミナール関東部会・日経 BP 社・株式会社日経 BP

マーケティングは一切の責任を負いません。 

※書籍や新聞等の文献から引用した場合は、出典先（使用した文献のタイトル・著者名・発行所名・発行年月など）を明記してください。統計・図表・文書等を引用した場合も

同様に明記してください。また、Web サイト上の資料を利用した場合は、URL とアクセスした日付を明記してください。 

※電話番号や住所などの個人情報は記載しないでください。 

※パワーポイント内で動画を使用する場合は、必ず｢有｣とご記入ください。｢有｣の場合は使用するスライド番号も明記してください。動画を使用する際の注意事項は参加要項に記

載しております。 

※成果物を使用する場合は、必ず企画シートにご記入ください。企画シートにてご記入が無い場合、発表当日のご使用を「不可」とさせていただきます。あらかじめご了承ください。 

___________________________________________________________________________ 
                          ↑ ここまでを 4 ページ以内におさめて、ご提出ください 


